
今回、企業価値向上に向けた議論を一段と強化するため、監査等委員である社外取締役に加え、より経営に近い位置で関与
し、社内とは異なる視点・専門性をもって取締役会に助言・提言をいただくことを目的に、監査等委員ではない社外取締役を新
たに選任しました。社外取締役の方の多様な視点に基づく率直な意見を踏まえた議論を通じて、取締役会を監督と助言の両面か
ら支え、意思決定の質の向上を進めていきます。

社外取締役

松野 恒博

社外取締役(監査等委員)

村田 知英子

社外取締役

織立 敏博

社外取締役

拝郷 寿夫

トヨタ自動車でファイナンス・会計・税務などを長く担当してきました。その間には、
金融庁の企業会計審議会のメンバーとして会計のルール作りに参画する機会にも恵まれ
ました。また、米国トヨタ自動車販売、さらにアイシン・エィ・ダブリュ（現アイシン）
で企業経営に携わりました。現在は、豊田合成でアドバイザーとして経営に関与し、名
古屋大学において戦略の策定・運営に携わるほか、東海国立大学機構における資金運
用にも従事しています。また、 2022年6月からは当社グループの中核である愛知銀行

（現あいち銀行）の社外取締役（監査等委員）を4年間務めてまいりました。

私はあいちFGの各種施策が地域の信用・信頼を得られるか、健全な企業経営の維
持・発展につながるか、コンプライアンスリスクはないかという観点から、経営の意思
決定プロセスの妥当性を重視し、モニタリングをしてまいりました。税理士として培った
財務会計・税務の知見と国税局などでの行政経験を活かして、取締役会などの議案に
疑問やリスクを感じることがあれば、積極的に意見を述べるように努めています。

A1.

A1.

コーポレートガバナンス・コードの議論にもあるとおり、社外取締役に求められる役
割は「能動的な行動」に変化しつつあると認識しています。「コンサルティング・ソリュ
ーション型ビジネスモデルの深化」を通じて地域社会の繁栄に一層貢献するため、金融
業界とは異なるバックグラウンドでこれまで培ってきた知見を活かし、ガバナンスの高度
化にとどまらず、事業ポートフォリオの拡大・多様化に資する提言を実施することで、
あいちFGの発展に貢献してまいります。

A2.

金利の上昇や景気の不透明感など、経営環境の不確実性は高まっているなか、東海
地区において絶対的な存在感を持つ地域金融グループへ進化するためには、健全なリ
スク管理と堅実経営による持続的な成長を図る必要があります。その実現に向けては、
さまざまな挑戦を支える株主の皆さま、地域社会の皆さま、従業員の方々からの信頼
が不可欠です。私は、あいちFGがすべてのステークホルダーから信頼されるグループ
であり続けるため、独立した客観的な立場で職責を果たします。特に、財務・税務上の
複雑な課題に対し、税理士としての知見や行政経験を最大限に活かし、多角的に検証・
提言していきます。投資家の皆さまの視点を経営に反映させながら、地域社会の繁栄
と持続的な企業価値の向上を両立できるよう尽力いたします。 

A2.

私は日本銀行に32年間、日本証券金融グループに13年間勤務しました。日本銀行で
は、調査・業務運営から内部管理まで幅広い分野を経験し、出向により証券取引所の
運営にも参画しました。日本証券金融グループでは、経営陣の一員として上場企業に
求められるガバナンス改革と、ビジネス基盤の拡充に取り組みました。また、海外での
合弁会社の設立を主導するなど、さまざまな業務を経験してまいりました。

A1.

マイナス金利が解除され、銀行経営が新たな局面を迎えるなか、あいちFGは経営統
合から合併までを短期間で成し遂げ、第２次中期経営計画のもと、コンサルティング機
能の強化やDX化・IT化の推進によるビジネスモデルの高度化と生産性の向上を通じた
新たな成長路線を追求しています。そうした新たな展開の基本にあるのは、①企業・個
人への良質なサービスの提供による地域社会繁栄への貢献、②働きがいのある職場づ
くりと人的資源の充実、 ③ガバナンスの強化の３つであり、これらを通じた企業価値の
向上であると私は考えます。あいちFGがこうした取組みを進めていくにあたり、私は金
融業界における異なる経験を活かした提言を行うことで経営に参画し、あいちFGの発
展に貢献してまいります。 

A2.

名古屋鉄道に入社後、財務・会計に加え、企画やグループ経営戦略部門の業務に携
わるとともに、名鉄グループのホテルやバス会社への出向も経験し、多様な業種の実
情を現場で学んできました。さらにコロナ禍では旅行会社の経営責任者として事業変革
に取り組むとともに、全国組織の特性を活かした地方創生事業にも積極的に取り組んで
きました。名鉄グループはあいちFGと同じ愛知県を基盤とする企業グループであり、
業種は異なるものの、地域貢献・共生という観点では共通点があると言えます。

A1.

コーポレートガバナンスは仕組みづくりがゴールではなく、本質的には、コーポレー
トガバナンスについて正しく行動につなげることが重要だと考えています。社外取締役
として株主をはじめとするステークホルダーの利益を守りつつ、あいちFGの第2次中期
経営計画のテーマである「銀行業を超えたトータルサポートグループ」の実現に向け、
これまでの企業経営の経験と知見を活かし、多角的な視点からの提言や意見を通じて、
あいちFGの持続的な成長と発展に貢献してまいります。

A2.

新任取締役（社外）

これまでの経歴
今後、どのような役割を担っていくか

Q1.
Q2.

取締役（監査等委員・社外）

これまで取締役会において尽力してきたこと
認識している課題に対し、自身のスキルをどのように活かして貢献していくか

Q1.
Q2.

社外取締役メッセージ
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社外取締役メッセージ

期待されるシナジー

質の高い金融・非金融
サービスの提供❶ 経営資源の最適な活用❷ 規模のメリットを活かした

積極的な投資❸

基本方針
◦両社の強みを相互に最大限活用することで、多様化・高度化するお客さまの経営課題

やニーズに対して質の高い金融・非金融サービスを提供し、お客さま、地域とともに
成長する、持続可能なビジネスモデルへと進化させる

◦多様な人材が活躍できる機会の拡大を図ることで、従業員一人ひとりがその価値を最
大限に発揮できるようにするとともに、全従業員の働きがい（エンゲージメント）の向
上を実現する

◦両社が保有する経営資源の最適な活用によりさらなる効率化・合理化を図ることで、
健全な経営基盤を構築し、企業価値の向上を図る

目的
経営統合の相乗効果を発揮することにより、愛知県、三重県および近接地域におけるプ
レゼンスをこれまで以上に高め、地域経済・社会の持続的発展に貢献するとともに、企
業価値の向上を目指してまいります。

あいちFGの強み 三十三FGの強み両社の強み

両社の経営理念・パーパス

相互信頼および対等の精神に則り、本経営統合の実現に向けて協議・検討を進めていく基本合意書を締結

※本経営統合の実行にあたっては、必要となる関係当局の許認可などが得られることを前提としていますが、当該許認可などの取得状況などによって、本経営統合の日程が遅延する事由が生じた場
合には、速やかに公表いたします。

▶金融サービスを通じて、地域社会の
繁栄に貢献します。

▶地域のお客さまから愛され信頼される金
融グループとして、地域とともに成長し、
活力あふれる未来の創造に貢献します。

多様な専門子会社によるワンストップ体制
健全な貸出資産と含み益による強固な財務基盤
経営統合による「攻め」の組織力と人財活用

愛知県、三重県および近接地域の
営業基盤・顧客基盤

高度なファイナンススキルと多様な
ソリューションメニュー
資産承継・資産運用のコンサルティング力
三十三総研、三十三地域創生を通じた
地方創生への取組み

経営統合の組織イメージ

旧あいちFG株主 旧三十三FG株主

統合持株会社（新FG）

当社および株式会社三十三フィナンシャルグループは、両社間の合併による経営統合に向け、経営統合に関する基本合意書を
締結しました。

経営統合の経緯と目的・基本方針

両社の強みや経営資源を相互に活用することで、「質の高い金融・非金融サービスの提供」、「経営資源の最適な活用」、「規模のメリットを活かした積極
的な投資」といったシナジーを生み出し、地域経済・社会の持続的発展への貢献と企業価値の向上を図ってまいります。

経営統合により見込まれる相乗効果と経営統合のスケジュール

両社の強みや
経営資源を相互に活用

社外取締役(監査等委員)

我妻 巧

社外取締役(監査等委員)

板倉 麻子

IT企業でのシステム・DX推進に携わった経験を活かし、特に銀行合併やシステム統
合に関して取締役会での議論に積極的に参画してきました。なかでも勘定系システムの
統合においては、ITの専門スキルを有する監査等委員として、担当役員や監査部門と
の対話や議論を通して具体的な提言を行いました。また、合併後の子銀行の内部統制
のあり方についても、これまでの経営者および監査役としての経験を踏まえた提言を実
施しました。

コンサルティング・ソリューション型ビジネスモデルの深化を進めるなかで、合併に伴
うシナジー効果の発現状況や業務の統一の進捗、従業員間および企業文化の融合状況
などが円滑に進んでいるか、などのPMIの進捗状況を注視してきました。特に、業務の
統一に際し、十分に適応できていない従業員に対する心理的ケアが適切かどうか、そ
の問題の真因が制度・運用・コミュニケーションのいずれに起因しているかを把握し、
助言・提言に活かすように努めてきました。

A1.

A1.

コンサルティング・ソリューションビジネスやDX戦略はますます加速させていかなく
てはならず、あいちFGも子銀行の合併後、DXを含めた業務改革による省力化や効率
化により、成長分野への人員の再配置などを進めています。一方で、これらの取組み
には人財の育成に加えて、組織運用が課題になると認識しており、コンプライアンス遵
守やリスク管理が重要です。これらの課題に対し、IT企業での経験と、経営者・監査役
としての知見を活かし、執行側への監督機能を発揮していきます。特に、DX戦略につ
いては取締役会での議論にとどまらず、担当役員との対話や議論を通じて状況を把握
し、専門性と経験をもとに提言することで、あいちFGの企業価値向上に尽力してまいり
ます。 

A2.

従来の銀行のみならず、多様なグループ会社で構成されるあいちFGにおいて、実
効性あるガバナンスとコンプライアンスの徹底が重要な課題と認識しており、各業種固
有の法的規制や人財特性を踏まえ、コンプライアンスリスクを正確に把握・管理する必
要があります。各社の事業特性や実態に合わせ、適切な権限設定により意思決定の迅
速性を保ちつつも、重要性に応じて情報共有体制を整備することによる実効性のあるガ
バナンス体制の構築が重要と考えています。これまでの経験や法律・人事労務面での
知見を用いて、引き続き経営を監督していくことで、あいちFGの信頼性向上に貢献で
きるように尽力いたします。

A2.

これまで取締役会において尽力してきたこと
認識している課題に対し、自身のスキルをどのように活かして貢献していくか

Q1.
Q2.

▌経営統合に関する基本合意

予定日 概 要

2026年５月13日 経営統合に関する基本合意書締結

2026年９月 （予定） 経営統合に関する最終契約締結・合併に関する吸収合併契約締結

2026年12月 （予定） 両社臨時株主総会決議日

2027年４月1日 （予定） 合併の効力発生日

※下記は現時点における予定であり、両社の今後の協議などによって変更になる場合がございます。経営統合のスケジュール
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